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平成２６年５月現在

全員喫食
家庭からの
弁当との
選択制

1 札幌市 97 97
自校調理方式　１９校
親子調理方式　７８校（親３９校、子３９校）

2 仙台市 64 64
自校調理方式　１２校
親子調理方式　　１校（子）
センター方式　　５１校　全５施設（PFＩ２、公設民営1、直営２）

3 さいたま市 57 57
自校調理方式　５４校
親子調理方式　　２校（子）
センター方式　　  １校　　（直営１）

4 千葉市 56 56 センター方式　５６校　　全３施設（PFＩ２、公設民営１）

5 川崎市 52 52 ○ ○中学校ランチサービス事業　５２校（内ホットランチ８校）

6 横浜市 147 ＊　147

     業者による校内での弁当販売　121校
     業者による校内でのパン販売　１1校

*   自動販売機でのごはん・パン販売　14校
     学食を利用　１校（高校附属中）

7 相模原市 37 7 ※　30
センター方式　７校     全２施設（公設民営１、直営１）
※デリバリー方式(弁当)　３０校

8 新潟市 57 30 ※　2７

自校調理方式　８校
親子調理方式　１校（子）
センター方式　２０校　全１４施設（公設民営１０、直営４）
※デリバリー方式（弁当。ランチルーム用は食缶）２８校(内全員喫食は1校）

9 静岡市 43 32 ※　11

自校調理方式　１校
親子調理方式　１校(子）
センター方式　３０校　全９施設（PFＩ１、公設民営４、直営４）
※デリバリー方式（弁当）　１１校

10 浜松市 48 48
自校調理方式　３５校
親子調理方式　 １校（子）
センター方式　 １２校　　全５施設（公設民営４、直営１）

11 名古屋市 111 1 ※　109 ＊　1
自校調理方式　３校（※２校）
※デリバリー方式（弁当。ランチルーム用は食缶）　１０７校
＊児童福祉施設の食堂を利用　1校

12 京都市 73 5 ※　66 ＊　1 ◆　1

自校調理方式５校（小中併設校）
※デリバリー方式（弁当）　６６校
＊高校附属中は食堂の弁当を利用　1校
◆家庭からの弁当のみ　1校

13 大阪市 130 ※　14 ※　114 ＊　2
※デリバリー方式(弁当)　　１２８校
＊児童福祉施設の食堂を利用 ２校

14 堺市 43 43 ○ ○ランチサポート事業　４３校

15 神戸市 82 82 ○

○中学校弁当販売事業　６９校
校内での弁当販売　３校
校内でのパン販売　７校
家庭からの弁当のみ　３校

16 岡山市 38 36 ＊　2

自校調理方式　２３校
親子調理方式　 １校(親）
センター方式 　１２校　　全８施設（公設民営８）
＊　　児童自立支援施設の食堂を利用　１校
　　　 家庭からの弁当と校内パン販売　1校

17 広島市 64 21 ※　43

自校調理方式　５校
親子調理方式　３校（子）
センター方式　１３校　全６施設（公設民営１、直営５）
※デリバリー方式(弁当)　　４３校

18 北九州市 62 62 親子調理方式　６２校(子）

19 福岡市 69 69
自校調理方式　５校
センター方式　６４校　全４施設（公設民営４)
＊７月末で１センター廃止。８月にPFＩで1施設開設予定。

20 熊本市 42 42
自校調理方式　２校
親子調理方式　２校（子）
センター方式　３８校　　全１５施設（公設民営１４、直営１）

政令市における中学校給食の状況

政令指定都市名 学校数

給食の形態

市教委が
給食以外の
昼食提供

備　　考
完全給食

ミルク
給食

未実施

参考資料12

平成２５年３月
「中学校給食実施方針」を決定
※主な概要は欄外に記載

【大阪市 全員喫食の状況】
・平成26年4月から、全員喫食に移行。
・全学年全員喫食を実施する中学校14校。
・1年生から段階的に全員喫食を実施する中学校112校。
・平成26年度当初は全学年家庭からの弁当との選択制を継続する
中学校2校。

平成２6年４月
全員喫食に移行
※状況は欄外に記載

【神戸市 中学校給食実施方針の概要】
・全員喫食を基本とする。但し、家庭弁当の持参も可能とする。
・デリバリー（ランチボックス）方式を採用する。

・平成26年度中に一部の中学校で、平成27年度中に全校で実施を
目指す。






